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                      会 社 名   東京産業株式会社 
                       代表者名  代表取締役社長  里見  利夫 
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                       問合わせ先 常務取締役管理本部長 須藤 隆志 
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「内部統制システム整備の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年５月 25日開催の取締役会において、「内部統制システム整備の基本方針」を一部

改定することを決議いたしましたので、改定後の内容を下記のとおりお知らせします。                        

 

記 

 
１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、役職員一人一人が、法令の遵守は当然のこととして、社会の構成員として求められる

倫理観、価値観に基づいた誠実な行動により、公正かつ適切な経営の実現そして市民社会との調

和を図る。 
また、その徹底を図るため、「企業理念」「役職員行動規範」等、コンプライアンス体制にかか

る規定を整備し、総務人事部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、

その教育等を行い役職員への徹底を図る。 
内部監査部門は、総務人事部と連携の上、コンプライアンスの状況を監査し、コンプライアン

ス体制の整備及び実現に努める。 
さらに、「公益通報者保護法」に則り、コンプライアンスに関する相談・通報のホットライン

体制を設け、役職員が社内において法令上疑義のある行為等について直接通報を行う手段を確保

する。 
この場合、会社は通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。 

 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役は、その職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）、その他の重要な情報を「文書取

扱規定」、「文書保存規定」に基づき、夫々の担当職務に従い適切に保存・管理する。 
取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。 

総務人事部
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３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 
当社は、コンプライアンス、環境、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクにつ

いては、コンプライアンス委員会のもとにコンプライアンス協議会、安全保障貿易管理委員会を

設置し、「役職員行動規範」をもとに企業の社会的責任を果たし、社会的信用を確保するため健

全な経営の実現を阻害する要因の未然防止に努める。 
災害等の緊急事態が発生した場合には、社長指揮下の災害対策本部を設け迅速な対応を行う。 

また、取引上の与信については「商品取引規定」を設け、段階的な裁量区分を明確化し、経理部

が運用管理を行う。 
万一の事態発生に際しては、関係者への影響を小さくするよう努力を行い、再発防止に努める。 

 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務の執行に関しては、「取締役会規則」に基づき取締役会を原則として月１回定期

的に開催するほか、職務の執行が効率的に行われるために、取締役会の下に本部長会を設け事前

審議を行い、取締役会から委譲された権限の範囲内で業務の執行及び施策の実施等について審議

の上、意思決定を行う体制とする。 
 
５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 
 (1) 当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 
     当社は、「関係会社管理規定」に基づき、当社グループ各社の管理を担当する当社の所管部

長を定め、当社グループ各社に対し法令遵守及び業務の適正性を確保するため指導・支援を実

施する。 
また、当社の内部監査部門が当社グループ各社の監査を実施し、法令や定款、社内規定への

適合性のチェックを行い、その監査状況の報告を行う。 
 
 (2) 当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
     当社は、「関係会社管理規定」に基づき、定期的に当社グループ各社からその経営及び運営

状況に関する報告を受け当社グループの状況の把握を行い、経営上の重要な事項の扱いに関し

ては事前協議を行うことにより、当社グループのリスク管理の体制を構築する。 
また、グループ各社にコンプライアンス担当者を置き、コンプライアンス委員会が当社グル

ープ全体のコンプライアンスを統括・推進する体制を整備する。 
 

(3) 当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
     当社は、「企業理念」を当社及び当社グループの共通理念とし、更に当社グループに当社の

経営方針・経営計画を周知徹底することにより、グループ全体の価値観や戦略を共有する。 
また、グループ各社の自主性を尊重し、当社の意思が極端に影響を及ぼさないことを基本と

しつつ、状況に応じグループ各社の指導・支援を行う体制を構築する。 
 
 



(4) 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
  当社グループ各社の管理を担当する当社の所管部長は、「関係会社管理規定」に基づきグル

ープ各社の経営及び運営状況を定期的に確認し、その結果の報告を行うこととし、当社はこれ

らの報告等を通じ当社グループの執行状況を把握する。 
 
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項な

らびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項 
当社は、監査役の求めに応じて監査役の監査業務補助のため内部監査部門の職員に監査業務事

項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令

に関して、取締役及び内部監査部門の指揮命令を受けないものとする。 
 
７．取締役、使用人が監査役に報告するための体制及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人または 

これらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制ならびにその報告をした 
者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

当社の取締役は、取締役会等の重要な会議において、随時その担当する業務の執行状況の報告

を行う。 
取締役または使用人は監査役に対して法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響

をおよぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及び内

容、その他監査役会と協議のうえ報告事項として定めた事項を速やかに報告する体制を整備する。 
    また、当社の内部監査部門と監査役は定期的な会合の場を設け、その場においても当社グルー 
   プの内部監査実施状況について監査役が報告を受け、また、当社グループ全体のコンプライアン 
   スを統括するコンプライアンス委員会の下部組織として定期的に開催されるコンプライアンス 
   協議会の内容は監査役に通知される体制とする。 
    内部的な報告または通報等をした者に対しては、その行為を理由としたいかなる不利益を受け

ず、通報者等の職場環境が悪化することのないように適切な処置を行い、通報等に関わる個人情

報保護を適正に扱うものとし、コンプライアンス経営の強化に資する体制を整備する。 
 
８．監査費用の前払または償還の手続きその他の監査費用等の処理に係る方針に関する事項 
    緊急時における監査費用については、前払及び償還の手続きが速やかに出来るものとし、また 
   監査役会が定めた監査の方針及び計画に基づき、監査役がその職務の執行のために必要となる費 
   用等の扱いに関しては、予算措置を行い、より実効的な監査が行われる体制を整備する。 
 
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。 
また、監査役は重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、取締役会その他重要

な会議に出席することができる他、主要な稟議書及びその他業務執行に関する重要な文章を閲覧

し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることができる。 
 
 



10．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
当社は、市民生活や企業活動の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、

毅然とした態度で臨み、不当な要求には応じないことを「役職員行動規範」に規定し、これを基

本方針とする。 
反社会的勢力及び団体による不当要求が発生した場合には、警察、顧問弁護士等の外部専門機

関とも連携し、有事の際の協力体制を構築する。 
 
11．財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は当社グループの財務の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の基本方針を定

め、有効かつ効率的な財務報告に係わる内部統制の整備・運用及び評価を行うものとする。 
 

以 上 


